
競争入札参加資格審査申請書
令和 年 月 日

北海道警察本部長 様

令和６年度において、北海道警察本部が発注する自家用操縦士（回転翼航空機）技能証明取得操縦練習業務委託契約に

係る競争入札に参加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

郵便番号 ― 電話（ ） ―
申請人の

所 在 地

フリガナ

商号又は名称

フリガナ

代 表 者

本申請に係る 所 属

担当者 氏 名

連絡先 電話番号 FAX番号

（代理人による申請を行う場合）

郵便番号 ― 電話（ ） ―
申請代理人

の 所 在 地

フリガナ

申請代理人

私は、競争入札参加資格審査申請に当たり、次のいずれにも該当していることを申し出ます。

１ 地方自治法施行令第167条の４第１項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のため

に必要な同意を得ている者は含まれない。）でないこと。

２ 地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者でないこと。

３ 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。

４ 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。

５ 暴力団関係事業者等でないこと。

６ 次に掲げる税を滞納している者でないこと。

ア 道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）

イ 本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）

ウ 消費税及び地方消費税

７ 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を除く。）。

ア 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出

イ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出

ウ 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出

８ 航空法（昭和27年法律第231号）第123条第１項の規定により航空機使用事業者として国土交通大臣の許可を受けて

いる事業者であること。

９ 航空法第34条第２項に規定する操縦教員として当該航空機の種類に係る操縦教育の技能について国土交通大臣の行

う操縦教育証明を受けており、かつ、航空法第24条、第25条第１項及び第25条第２項に規定する操縦練習及び実地試

験受験に使用する航空機について事業用操縦士資格並びに航空法第31条第１項に規定する航空身体検査証明を有して

いる者を２人以上確保していること。

10 操縦練習及び実地試験受験に使用する航空機は、回転翼航空機陸上単発ピストン機であること。

11 過去３年間に同等以上の資格取得のための操縦練習業務を行った実績があること。

12 操縦練習及び実施試験受験は日本国内で実施可能あること。


